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ア 工事内容 新築又は増築工事で躯体、
外装及び内装工事を含む建築一式工事
イ 建物用途 物流施設、生産施設及び戸
建て住宅以外（※１）
ウ 構造規模 木造、鉄筋コンクリート造、
鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造 延
べ面積1500以上（増築にあっては増
築部分の延べ面積とする。）（※２）
エ 構造規模 構造耐力上主要な部分に大
断面集成材（※３）、またはＣＬＴを使
用しているもの。（※４）
特定ＪＶ又は経常建設共同企業体にお
けるその他の構成員は、平成21年度以降
に元請として完成・引渡しが完了した下
記オからキまで、並びにオ、カ、クの要
件の組み合わせで、それぞれを満たす工
事（２件の実績は同一の工事でも構わな
い。いずれの場合も、発注者は問わない。
民間実績も可とする。）の施工実績を有す
ること（共同企業体構成員としての実績
は、出資比率が20％以上のものに限る。）。
オ 工事内容 新築又は増築工事で躯体、
外装及び内装工事を含む建築一式工事
カ 建物用途 物流施設、生産施設及び戸
建て住宅以外（※１）
キ 構造規模 木造、鉄筋コンクリート造、
鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造 延べ
面積750以上（増築にあっては増築部
分の延べ面積とする。）（※２）
ク 構造規模 構造耐力上主要な部分に大
断面集成材（※３）、またはＣＬＴを使
用しているもの。（※４）
※１ イ及びカに掲げる物流施設、生産施
設及び戸建て住宅とは、それぞれ令和
６年国土交通省告示第８号別添二第一
号「物流施設」、同第二号「生産施設」
及び同第十三号‾第十五号「戸建住宅」
とする。

※２ 複合用途建築物については、イ及び
カの用途がその建物の過半を占めてい
る場合には建物全体面積を実績として
認めるものとし、イ及びカの用途が建
物の過半に満たない場合にあっても、
イ及びカの用途に係る延べ面積（これ
に付随する共用部分を含む）を満たし
ているものについては、同等の実績と

して認めることとする（「これに付随す
る共用部分」とは、当該用途に直接的
かつ専用で付随している部分を指し、
他の用途に供する部分とも共用となっ
ている部分は含まれない。）

※３ 大断面集成材とは、集成材の日本農
林規格（令和元年６月27日農林水産省
告示第475号）による大断面集成材と
し、構造用集成材のうち、短辺が15㎝
以上、断面積が300以上のものとす
る。

※４ 複合用途建築物については、大断面
集成材、またはＣＬＴが用いられてい
る構造耐力上主要な部分が、イ及びカ
の用途に該当する場合に実績として認
めるものとする。

 建設業法（昭和24年法律第100号）建築
工事業につき、許可を有しての営業年数が
５年以上あること。ただし、相当の施工実
績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保
できると認められる場合においては、許可
を有しての営業年数が５年未満であっても
これを同等として取扱うことができるもの
とする。
 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は
主任技術者を当該工事に専任で配置できる
こと。
ア １級建築施工管理技士、一級建築士又
はこれと同等以上の資格を有する者であ
ること。ただし、代表者以外の構成員に
ついては、２級建築施工管理技士（躯体、
仕上げの種別は除く。）又は二級建築士以
上の資格を有する者を配置するものとす
る。「１級建築施工管理技士、一級建築士
と同等以上の資格を有する者」とは、１
級建築施工管理技士又は一級建築士と同
等以上の能力を有するものと国土交通大
臣が認めた者とする。
イ 平成21年度以降に元請として完成・引
渡しが完了した上記７オからキま
で、並びにオ、カ、クの要件の組み合わ
せのうち、どちらかを満たす工事（民間
実績も可とする。）に従事した業務実績を
有するものであること。（工事における立
場（監理（主任）技術者、現場代理人、

担当技術者のいずれか）は問わない。共
同企業体構成員としての実績は、出資比
率が20％以上のものに限る。）。
ウ 配置予定技術者が監理技術者の場合
は、監理技術者資格者証及び監理技術者
講習修了証を有する者であること。
エ 配置予定技術者（及びその他構成員の
配置予定技術者）については、直接的か
つ恒常的な雇用関係（申請書及び資料の
提出期限以前に３ヶ月以上の雇用関係）
があること。代表者が、上記アからウの
基準を満たす監理技術者又は主任技術者
を当該工事に専任で配置できるととも
に、その他の構成員も上記アの基準を満
たす主任技術者を当該工事に専任で配置
できること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
りの10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者の要件 代表者は、建築一式工事に
係る施工能力が大きいと認められる者とす
る。また、代表者の出資比率は、構成員中最
大であるものとする。

８ 上記７に掲げる競争参加資格の級別の格
付を受けていない者を含む特定ＪＶも上記６に
より申請することができる。この場合、上記７
に掲げる競争参加資格の級別の格付を受け
ていない者は、上記７及びに示す構成員
の要件を得る必要がある。
なお、当該工事の開札の時までに特定ＪＶと
しての資格の審査が終了していないとき又は上
記７に掲げる競争参加資格の級別の格付を
受けていない者が当該工事の開札までに上記７
及びに示す構成員の要件を得ていないと
きは、特定ＪＶとしての資格がないものとする。
９ 資格審査結果の通知
「資格審査結果通知書」により通知する。

10 資格の有効期間
特定ＪＶとしての資格の認定の日から当該工
事の完成する日までとする。ただし、当該工事
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
工事に係る契約が締結される日までとする。
11 その他
 特定ＪＶの名称は、「大手休憩所（仮称）新
築工事〇〇〇・〇〇〇・〇〇〇特定建設工事
共同企業体」とする。

 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定ＪＶとしての資格の
認定を受け、かつ、当該工事の「入札公告（建
設工事）」に示す手続きに従い、資格審査結果
の通知を受けていなければならない。

競争参加者の資格に関する公示

北海道開発局帯広開発建設部が発注する一般国
道38号帯広市鎮橋上部工事は、特定建設工事共同
企業体が競争に参加できることとし、当該共同企
業体の資格審査に関し、その基本となるべき事項
並びに申請の時期及び方法等について予算決算及
び会計令（昭和22年勅令第165号）第72条第４項
の規定に基づき、次のとおり公示する。
令和６年 10 月 21 日

北海道開発局長 坂場 武彦
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
１ 工事名 一般国道38号帯広市鎮橋上部工事
（電子入札及び電子契約対象案件）
２ 工事場所 北海道帯広市
３ 工事内容 工事延長 Ｌ＝160ｍ、橋梁延長
Ｌ＝49ｍ、橋梁形式 ２径間連続鋼床版鈑桁、
工場製作工 鋼材重量 総重量 Ｗ≒336ｔ、
橋梁付属物工 一式、架設工 ラフテレーンク
レーンベント架設（参考）、上部工撤去 一式
４ 工事区分 鋼橋上部
５ 資格審査申請書の受付期間及び受付場所
 受付期間 令和６年10月21日から令和６年
11月19日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除
く。）。
なお、令和６年11月20日以降（土曜日、日
曜日及び祝日を除く。）においても、随時、申
請を受け付けるが、当該開札の時まで審査が
終了せず、競争に参加できないことがある。
 受付場所 〒0608511 札幌市北区北８条
西２丁目札幌第１合同庁舎 北海道開発局事
業振興部工事管理課（電話0117092311
内線5480）

６ 共同企業体の構成員の数、資格要件等
 構成員の数は、２又は３社とする。
 構成員の組合せは、北海道開発局における
工事区分「鋼橋上部」に係る一般競争参加資
格の決定を受けている者であること（会社更
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